
和歌山県国民健康保険運営方針　修正案

新 旧 考え方

P2

第１　国民健康保険運営方針に関する基本的な事項
５．ＰＤＣＡサイクルの実施

　県は、毎年、市町村が行う国民健康保険事業の実施
状況について把握・分析し、評価を行い、必要に応じて
指導・助言を行います。
　また県は、これらの結果に加えて、市町村連携会議及
び作業部会（P50）及び和歌山県国民健康保険運営協議
会における運営方針の記載事項に関する取組状況の報
告・議論を踏まえて、3年ごとに国保運営方針の見直しを
行うものとします。

第１　国民健康保険運営方針に関する基本的な事項
５．ＰＤＣＡサイクルの実施

　県は、毎年、市町村が行う国民健康保険事業の実施
状況について把握・分析し、評価を行い、必要に応じて
指導・助言を行います。
　また県は、これらの結果を踏まえて、3年ごとに国保運
営方針の見直しを行うものとします。

・医療費適正化や法定外繰入も含めた、県
の国保運営について、定期的なチェックを
継続的に行う必要があるとの意見を反映。

・国保運営方針の取組状況について、市町
村及び国保運営協議会でのチェックを行う
とともに、次回の国保運営方針見直しにつ
なげる。

資料２
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新 旧 考え方

資料２

P23

第２　国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見
通し
３．財政収支の改善に係る基本的な考え方

しかし、実際には、決算補填等を目的とした法定外の一
般会計繰入や前年度繰上充用が行われている市町村
が存在しており、当該市町村の被用者保険被保険者に
とっては、被用者保険に加えて一般財源による税による
負担の、二重に負担している状況となっています。

第２　国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見
通し
３．財政収支の改善に係る基本的な考え方

しかし、実際には、決算補填等を目的とした法定外の一
般会計繰入や前年度繰上充用が行われている市町村
が存在します。

・決算補填目的の法定外一般会計繰入の
現状について、被用者保険被保険者にとっ
ては、被用者保険と国保の二重の負担とな
ることから、早期の解消を望む意見を反映。

P23

第２　国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見
通し
４．赤字解消・削減の取組、目標年次等

収納率の向上や医療費適正化の取組にあわせ、保険料
（税）の適正な設定等により、当該市町村の事情も踏ま
えた上で、被保険者に対して過度の激変が生じないよう
配慮しながら計画的・段階的な解消が図られるよう、県と
市町村が十分協議を行った上で、赤字保険者ごとに目
標年次及び取組を別途定めることとし、

第２　国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見
通し
４．赤字解消・削減の取組、目標年次等

収納率の向上や医療費適正化の取組にあわせ、保険料
（税）の適正な設定等により、計画的・段階的な解消が図
られるよう、県と市町村が十分協議を行った上で、赤字
保険者ごとに目標年次及び取組を別途定めることとし、

・法定外繰入の解消について、既に計画
的・段階的な解消を図る方針を記載してい
るが、急激な削減は被保険者に対する影響
が大きくなるといった議論を反映し、計画
的・段階的な削減においては、被保険者に
過度の激変が生じないように削減の取り組
みを策定する旨を記載する。

P27

第３　市町村ごとの納付金の算定方法に関する事項
６．激変緩和措置

　なお、激変緩和措置の実施期間は、平成30年度から平
成38年度までの9年間とします。

第３　市町村ごとの納付金の算定方法に関する事項
６．激変緩和措置

　なお、激変緩和措置の実施期間は、特例基金の設置
期間となる平成30年度から平成35年度までの6年間とし
ます。

・激変緩和の期間については、当初は特例
基金の設置期間に等しい6年間を設定して
いた。

・平成29年度の試算において、6年間での激
変緩和期間では一定割合の解消の見込が
立たないことから、緩和期間を延長し、保険
料（税）統一までの期間（9年間）で緩和する
ものとする。
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資料２

P47

第７　医療費の適正化の取組に関する事項
３．医療費の適正化に向けた取組

（略）

・特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上
　特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上の取組
が進んでいる市町村の事例について会議等を通じて情
報提供し、また、特定保健指導担当者の研修会を実施し
ます。これらの取り組みを通じて、特定健診、特定保健
指導における担当者のレベルアップを県全体で図ること
により、受診率、実施率の向上を目指します。

第７　医療費の適正化の取組に関する事項
３．医療費の適正化に向けた取組

（略）

・特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上
　特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上の取組
が進んでいる市町村の事例について会議等を通じて情
報提供します。また、特定保健指導担当者の研修会を実
施します。

・特定健診、特定保健指導に関して、県の
役割として、県全体のレベルアップを図るこ
とが必要であるとの意見を反映。

・情報提供、研修を通じて、担当者のレベル
アップを図り、それにより受診率、実施率の
向上を図ることができるよう、その目的を明
確にする。

P48

第７　医療費の適正化の取組に関する事項
３．医療費の適正化に向けた取組

（略）

・保険者努力支援制度を活用した医療費適正化への取
組の促進
　新制度では、医療費適正化等に係る都道府県や市町
村の努力に応じて、交付金が交付される保険者努力支
援制度が実施されることとなっています。
　このうち、医療費適正化における評価指標について
は、積極的な取組により医療費の適正化が図られるとと
もに、同制度による交付金をより多く受けることで、国保
財政の改善に資することとなります。
　市町村の取組が対象となる評価指標については、改善
等の取組について指導・助言を行い、県の取組が対象と
なる評価指標については、当該項目における着実な実
施に努めることとします。

第７　医療費の適正化の取組に関する事項
３．医療費の適正化に向けた取組

（略）

　　　　　　　（左記内容を追加）

・保険者努力支援制度に積極的に取り組む
ことにより、医療費の適正化と国保財政の
改善に寄与できる旨の意見を反映。

・市町村評価指標については、県は改善の
取り組みについて指導・助言を行う。また県
評価指標については、その着実な実施に努
めることとする。
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資料２

P48

第７　医療費の適正化の取組に関する事項
３．医療費の適正化に向けた取組

（略）

・被保険者に対する啓発
　上記に掲げた医療費適正化の取り組みの中には、被
保険者の方々の協力が必要となる項目もあります。
　被保険者自身が健康維持の取り組みの重要性を理解
するとともに、適切な受診行動についての理解を深め、
その結果本項で掲げた医療費適正化の取り組みが実現
できるよう、特定健診の受診やジェネリック医薬品の利
用の促進等の、被保険者に対する啓発を行うこととしま
す。

第７　医療費の適正化の取組に関する事項
３．医療費の適正化に向けた取組

（略）

　　　　　　　（左記内容を追加）

・特定健診の受診等について、被保険者自
身の行動も変えていく必要がある旨の意見
を反映。

・被保険者の行動を変えるように向けるた
めに、県からの取り組みとして、健康維持の
取り組みの重要性を理解するとともに、適
切な受診行動への理解を深めていくこと
で、結果的に医療費の適正化の取り組みが
実現できるような、被保険者に向けた啓発
を行うこととする。

P48

第７　医療費の適正化の取組に関する事項

６．被用者保険との連携の強化

　国保被保険者の健康の保持、増進、そして国保におけ
る医療費の適正化のためには、現役世代における若い
時期からの予防の取組が重要であることから、被用者保
険との連携・協力が必要となります。
　そのため、県は、これまでオブザーバーとして参加して
きた「和歌山県保険者協議会」において平成30年度から
は構成員となり、同協議会における県全体での保険者間
の連絡・調整を通して、保険者の枠を超えた保健事業の
実施等に向けて、国保の被用者保険との連携強化に取
り組むこととします。

　　　　　　　（左記内容を新設）

・国保と被用者保険との特定健診での連携
実施の意見や、若年期からの予防が将来
の医療費適正化に寄与することから、被用
者保険との連携の強化についての事項を
追加。

・これまでオブザーバーとして参加していた
保険者協議会で県は構成員となり、県全体
での保険者間の連絡・調整を通じ、保険者
の枠を超えた保健事業の実施に向けての
連携強化を目指す。

具体的内容は、健診に加えて広報、データ
分析等、様々な切り口があると考えられるこ
とから、これらを含めて同協議会で議論して
いくこととする。
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資料２

P50

２．事務の標準化・共同化に向けた取組の検討
　これまで各市町村が実施してきた国保事業における事
務について、市町村間のばらつきが見られる事項につい
ては、事務の標準化を検討していくこととします。
その際、県は市町村間の各種事務の実施状況や運用方
法の状況を把握するため、関連データの収集の他、必要
に応じて市町村の担当職員からの聞き取りを行う等し
て、各市町村における国民健康保険の事業の把握に努
め、また市町村の意向・要望を聴取した上で進めていくこ
ととします。

また、事務の共同化については、市町村が共同事業とし
て国保連合会に委託しているものについては、引き続
き、国保連合会が受託、実施するものとした上で、今後
効率化や経費節減を図るために、市町村の意向・要望を
把握した上で、更なる事務の共同化を市町村、国保連合
会と連携の上検討することとします。

いずれについても、市町村連携会議及び作業部会
（P50）において、具体的な標準化・共同化が可能な項目
について市町村、国保連合会と検討し、実施可能なもの
から取り組んでいくこととします。

２．事務の標準化に向けた取組の検討
　市町村が行う事務の標準化に向けた取組を推進する
に当たっては、県は市町村間の各種事務の実施状況や
運用方法の状況を把握するため、関連データの収集の
他、必要に応じて市町村の担当職員からの聞き取りを行
う等して、各市町村における国民健康保険の事業の把
握に努めます。
その上で、市町村の意向・要望も聴取した上で、市町村
ごとに事務のばらつきが見られる事項について、事務処
理の標準化を進めていくこととします。

３．事務の共同化の検討
これまで、市町村が共同事業として国保連合会に委託し
ているものについては、引き続き、国保連合会が受託、
実施するものとします。
　今後効率化や経費節減を図るために、市町村の意向・
要望を把握した上で、更なる事務の共同化を国保連合
会と連携の上検討することとします。

・事務の標準化、共同化については、どちら
も県としては今後、市町村事務の現状把握
を踏まえて、今後実施可能なものから取り
組むことが求められることは共通している。
そのため、従前は分割していた両項目につ
いて一つにまとめることとした上で、標準
化・共同化を行う旨が冒頭で明確となるよ
う、修正を加えた。

・併せて、県による現状把握に加えて、市町
村連携会議及び作業部会での検討を行う
旨を記載し、市町村及び国保連合会との協
議の過程を明確にした。
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資料２

P51

第９　その他
２．市町村連携会議及び作業部会の開催について

本運営方針に基づいた国保運営にあたっては、県・市町
村及び国保連合会の間で引き続き協議の場が必要とな
ります。
そのため、平成30年度以降においても、和歌山県国保運
営方針連携会議及び作業部会を必要に応じて開催し、
国保制度の円滑な実施を推進するとともに、本運営方針
に記した取組を継続的に検証・改善することとします。

第９　その他
２．市町村連携会議及び作業部会の開催について

本運営方針に基づいた国保運営にあたっては、県・市町
村及び国保連合会の間で引き続き協議の場が必要とな
ります。
そのため、平成30年度以降においても、和歌山県国保運
営方針連携会議及び作業部会を必要に応じて開催し、
国保制度の円滑な実施を推進することとします。

・医療費適正化や法定外繰入も含めた、県
の国保運営について、定期的なチェックを
継続的に行う必要があるとの意見を反映。

・国保運営方針の取組状況について、連携
会議及び作業部会でのチェックを行うととも
に、次回の国保運営方針見直しにつなげ
る。

P52～55 用語集 －

・第1回国保運営協議会の資料3-4で配付し
た「用語集」について、運営方針の参考資
料として掲載することで、閲覧に際しての利
便性を提供する。
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